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平成25年度 

平成25年度の一般会計と特別会計の決算についてお知らせします。一般会計の歳入歳出の内訳をグラフにした

ものが下の図です。

建設事業においては、村道改良工事や定住促進住宅建築工事などの社会資本交付金事業をはじめ、村営住宅建設

や村内3地区の生活改善センター改修工事及び有事の際に村内を通信ネットワークで結び情報の遮断を防ぐ地域公

共ネットワーク整備事業等を実施しました。その結果、建設事業全体の歳出額は、489,562千円となり前年度よ

りも19.6％減となりました。

繰出金については、平成24年度まで実施していた簡易水道事業債の繰上償還を平成25年度は実施しなかった反

動により、対前年比54.2%減の159,683千円となりました。

一方、積立金は移住・定住政策を念頭に住宅整備基金への積み増しを実施した他、多くの基金に対して積み増し

を行った結果、対前年比34.1％増の209,534千円となりました。

このほかに新規の借入金額を極力抑えるなど、住民サービスの維持と財政健全化の両立を目指した財政運営に取

り組んだ結果、一般会計及び特別会計など全ての会計で黒字決算となりました。

歳 入 
2,356,589千円 

株式等譲渡所得割交付金 
707千円　0.0%

地方消費税交付金 
15,960千円　0.7%

自動車取得税交付金 
8,096千円　0.3%

地方特例交付金 
363千円　0.0%

分担金及び負担金 
1,424千円　0.1%

使用料及び手数料 
46,352千円　2.0%

国庫支出金 
215,163千円 
9.1%

県支出金 
128,538千円 
5.5%

財産収入 
4,613千円 
0.2%

寄附金 
2,888千円 
0.1%

繰入金 
4,960千円　0.2%

繰越金 
214,797千円 
9.1%

諸収入 
69,527千円　3.0% 村債 

201,900千円 
8.6%

村税 
193,791千円 
8.2%

地方譲与税 
29,041千円　1.2%

利子割交付金 
285千円 0.0%

配当割交付金 
417千円　0.0%

地方交付税 
1,217,767千円 
51.7%

(単位：千円)特別会計の決算

歳　　出歳　　入会　　計　　名

187,006189,676国 保事業勘定会計

76,90288,255国 保施設勘定会計

178,473180,871簡 易 水 道 会 計

209,430218,595介 護 保 険 会 計

19,39819,398後期高齢者医療会計

歳 出 
2,102,512千円 

議会費 
29,386千円　1.4%

総務費 
395,219千円　18.8%

民生費 
361,979千円 
17.2%

衛生費 
127,523千円 
6.0%

労働費 
45千円　0.0%農林水産業費 

188,385千円　9.0%
商工費 
26,521円　1.3%

土木費 
412,455千円 
19.6%

消防費 
90,675千円 
4.3%

教育費 
121,300千円 
5.8%

災害復旧費 
20,713千円　1.0%

公債費 
328,311千円　15.6%
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(前年比：％)(単位：円)歳 出
義務的経費

（ △ 0.8）167,538人件費
（ △ 0.3）59,530扶助費
（ △ 2.1）186,117公債費

投資的経費
（ △ 17.2）277,529普通建設費
（ 972.3）11,742災害復旧費

消費的経費
（ 13.3）194,782物件費
（ 1876.4）81,883補助費等
（ △ 96.6）2,621維持補修費

その他
（ 0.0）850出資金貸付金
（ △ 52.8）90,523繰出金
（ 38.1）118,783積立金

(前年比：％)(単位：円)歳 入
一般財源

（ 4.4）109,859村　　税

（ △ 2.1）16,463地方譲与税

（ 3.4）14,642交 付 金

（ 3.9）690,344地方交付税

（ △ 20.1）1,637寄 附 金

（ △ 97.1）2,812繰 入 金

（ 21.0）121,767繰 越 金

特定財源

（ 82.4）121,974国庫支出金

（ △ 1.8）　72,867県支出金

（ △ 43.7）114,456村　　債

主な建設事業の実施状況
事　　　業　　　概　　　要決算額事業名・箇所名等

CATVケーブル移設工事4,815 ＣＡＴＶケーブル支障移設工事

公用車2台購入6,938 保育園バス購入事業

設置補助３基2,000 合併浄化槽整備事業

27、29、30区農作業道、農業用施設整備55,911 農業体質強化基盤整備事業

林業専用道開設工事（三耕地）13,970 林道開設工事

門島・大畑・平島田改善センター改修工事6,462 コミュニティセンタ改修工事

村道5路線改良工事、定住促進住宅建築工事、情報板設置工事129,098 社会資本整備総合交付金事業

トイレ改修、看板設置、マレットゴルフ場入口整備、ボブスレー屋根・管理棟修繕4,060 あいパークやすおか関連工事

村道維持工事19件11,284 村道維持工事

村道30号線、村道37号線改良工事31,973 村道改良事業

左京、温田地区75,158 村営住宅建設事業

通信ネットワーク強靭化工事28,972 地域公共ネットワーク整備事業

防災行政無線自動起動装置増設工事8,778 全国瞬時警報システム整備事業

村民一人当たり
人口1,764人（H26.3.31現在）

（単位：千円）
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平成25年度決算に基づく財政健全化判断比率を公表します

　財政健全化判断比率の４つの指標のなかで、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は全ての会計が黒字決算であっ

たことから平成25年度も「数値なし」となりました。

　実質公債費比率は毎年順調に改善されており、平成25年度の値は前年度より1.3ポイント減の10.5％となりま

した。平成19年度に公表が義務付けられてから今回が7回目の公表となりますが、平成19年度に26.0％だった値

から15.5ポイント減少しています。これは、継続的に行ってきた繰上償還により毎年の返済額が減少しているこ

とが主な要因で、今後もこの指標は緩やかな改善傾向で推移していくと思われます。

　将来負担比率では、一般会計、特別会計を含めた地方債残高が減少したこと及び職員数減により退職金の将来負

担額が減少したこと等により前年度より22.1％改善されました。継続的に基金への積み立てを実施したことによ

り、将来への負担に対応できる財源が増えたことも大きく影響しています。

　算定された以下の４つの指標は、監査委員の審査を経て9月議会で報告されました。

実 質 赤 字 比 率

―平成25年度決算

―平成24年度決算

15.0%早期健全化基準

20.0%財 政 再 生 基 準

連結実質赤字比率

―平成25年度決算

―平成24年度決算

20.0%早期健全化基準

30.0%財 政 再 生 基 準

【実質赤字比率】
一般会計の実質収支額（歳入と歳出の差引）が赤字と
なった場合に、村税や地方交付税からなる標準的な財
政の規模に対する赤字額の割合を示す比率です。福祉、
教育、村づくりなどを行う地方公共団体の一般会計の
赤字の程度を示し、財政運営の悪化の度合いを示す指
標ともいえます。平成24年度の一般会計において赤字
は発生しなかったため、この比率は算出されず「－」
で表記されます。

【連結実質赤字比率】
　村の全ての会計を対象とした実質収支額が赤字となっ
た場合に、標準的な財政の規模に対する赤字額の割合
を示す比率です。すべての会計の赤字や黒字を合算し、
地方公共団体全体としての赤字の程度を表し、財政運
営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。平成24年
度において、全会計で赤字が発生しなかったため、こ
の比率は算出されず「－」で表記されます。

実質公債費比率

10.5%平成25年度決算

11.8%平成24年度決算

25.0%早期健全化基準

35.0%財 政 再 生 基 準

将 来 負 担 比 率

△22.1%平成25年度決算

0.0%平成24年度決算

350.0%早期健全化基準

―財 政 再 生 基 準

【実質公債費比率】
　一般会計をはじめとした村の全ての会計等が負担す
る元利償還金(借金返済額）などの、標準的な財政の規
模に対する比率です。借入金(地方債)などの返済額の
大きさを表し、資金繰りの程度を示す指標ともいえま
す。

【将来負担比率】
　村の一般会計などが将来負担するべき実質的な負債
の標準的な財政の規模に対する比率です。地方公共団
体の一般会計などの借入金(地方債)や、今後退職する
職員の退職金など将来支払っていく可能性のある負担
などの、現時点での残高を表し、将来財政を圧迫する
可能性の度合いを示す指標ともいえます。

村  の  財  政 


